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現地調査・ヒアリング結果

平成30年７月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難のあり方について
（報告）【参考資料】

平成30年12月
平成30年７月豪雨による水害・土砂災害からの

避難に関するワーキンググループ



マスター タイトルの書式設定

【日程】平成30年９月12日(水)､26日(水)
【体制】ワーキンググループ委員、関係省庁
（内閣府（防災担当）、消防庁、国土交通省、
気象庁、農林水産省、林野庁、厚生労働省）
、関係県（岡山県、広島県、愛媛県）

【調査対象】
岡山県倉敷市真備町︓薗地区住民、

服部地区自治会長
広島県東広島市黒瀬町︓洋国団地自治会長、

自主防災会リーダー
広島県熊野町川角︓大原ハイツ自治会長、

元自治会長
広島県 広島市役所
愛媛県大洲市︓三善地区自治会長、地区総代
愛媛県 大洲市役所
【調査方法】アンケートおよびヒアリング
【調査内容】・平時の取組

・平成30年7月豪雨時の避難行動・対応について
・避難行動に関する意見・今後の課題

現地調査・ヒアリングの概要

平成に入り最大の人的被害が発生した、今回の豪雨災害を教訓とし、自然災害からの犠牲者をなくすため、特に住民等
の避難行動に関し、関係行政機関が対応すべき事項を明らかにすることを目的に実施。

調査目的

被災市町の現地調査

大洲市 三善地区

大洲市役所

熊野町 大原ハイツ

倉敷市真備町

東広島市 洋国団地

広島市役所

※調査結果には他日の追加調査結果も含んでいる。

【日程】平成30年10月３日（水）

【体制】内閣府（防災担当）

【調査対象】岡山県 危機管理監

広島県 危機管理監

愛媛県 防災安全統括部長

【調査方法】テレビ会議

【調査内容】・避難に関する課題

・今後の予定

【日程】平成30年11月27日（火）・30日(金)

【体制】内閣府（防災担当）

【調査対象】岡山県 危機管理監(30日）

広島県 危機管理監（27日）

愛媛県 防災安全統括部長（30日）

【調査方法】テレビ会議

【調査内容】・・第２回ワーキンググループ資料

「資料３－２ 避難に対する基本姿勢

及び今後実施すべき代表的な取組例」

に関する意見交換

・各県における検討状況

被災三県のヒアリング
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マスター タイトルの書式設定現地調査を行った各地区の概要

• 浸水範囲が広く、複数の地区が浸水。多くの死者が発生した一方で、住民が察知した情報を基に避難行動を
開始し各戸への呼びかけを行ったことにより全員無事だった地区もあった。

倉敷市真備町

• 団地の東側で土石流が発生。緊急告知ラジオの整備や一部住民が個別に早期避難を実施した等により犠牲
者がなかった。平成26年災害以降に自治会が中心となって避難訓練を実施していた。

東広島市洋国団地

• 土石流により団地が被災し、12名の死者が発生した一方で、平成26年災害を受けて夜間避難訓練等の取組を
実施していたことにより、呼びかけに応じ避難をされた方もいた。

熊野町大原ハイツ

• 平成28年度に指定緊急避難場所や危険箇所等を記載した「災害・避難カード」作成のモデル事業を実施した地
区。

• モデル事業によるワークショップを実施していたことにより、地域に即した避難行動を検討・共有し、今回の水
害に効果を発揮した。

大洲市三善地区
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マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞倉敷市真備町
＜概要＞
真備町の当時の経過
・ 6日22:00真備町11地区ほかに避難勧告
・ 6日23:45小田川南岸越水、小田川南側に避難指示（緊急）
・ 7日01:30高馬川異常出水、小田川北側に避難指示（緊急）
・ 7日03:40倉敷市役所真備支所 ２階浸水

真備町の被害状況等
・建物浸水被害約4,600棟、浸水面積約1,200ha
・死者 51名（真備町）

※出典：図面／国土地理院 浸水推定段彩図より

倉敷市役所
真備支所
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マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞倉敷市真備町

• ハザードマップは全戸に配布し周知を行っていた。ハザードマップでは自宅周辺まで浸水することを明示していたが、現在は河川改修がなされたこ

ともあって「超えないであろう」と油断していた。（薗地区・服部地区）

• 倉敷市危機管理課が出前講座等を実施し、地域の災害リスクや避難行動の周知を行っていた。（服部地区）

平時の取組

• 避難情報の発令時は大雨が降っており、防災行政無線も広報車の声も聞こえなかった。(薗地区）

• ６日の23時には避難所の受付の外に行列ができるほどの状態。24時には体育館フロアーが一杯になり２階に拡充。７日の１時には教室を解放して

もらい誘導した。また、２時～３時頃には避難所に向かう車の列が１km以上できていた。（薗地区）

• 水位観測所から離れている地区の住民は、川の水位を目視確認し、避難行動の判断材料にしている。（薗地区・服部地区）

• 自治会長とその家族が地区の住民に避難を呼びかけたことにより、住民の避難が行われた。（服部地区）

平成30年7月豪雨時の避難行動について

• 多くの自治会では自主防災組織を立ち上げているが、要配慮者と支援者の関連付けまで設定している組織は少なく、避難の実効性の確保が難し

い。このため、要配慮者それぞれに面倒を見る支援者を明確にし、必ず避難させるような社会的な仕組み作りが必要。（薗地区）

• TV等を利用した地域（地区単位）に即した具体的な危険情報、避難情報の発信が有効。（薗地区）

• 地元住民などが察知した異常を、広く周知することが避難行動には有効。 （服部地区）

• （他の地区で被災された方について）避難の声かけをしたが、まさかこのようなことにはならないと思って自宅待機して被害に遭われたのではので

はないか。（服部地区）

• 要配慮者の名簿については個人情報の問題もあって、自治会や自主防災組織に共有されていない。現状では災害後の安否確認にしか利用されて

いない。 （服部地区）

• 「災害発生時に要配慮者の避難行動を支援するのは責任が重すぎる」と自主防災組織の解散を申し出た団体があった。（倉敷市）

• 中小河川については、水位計やカメラの設置がなく、現場からの情報のみ。氾濫発生のおそれ等の河川状況の把握が難しい。（倉敷市）

避難行動に関する意見
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マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞東広島市黒瀬町 洋国団地
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洋国団地の当時の経過
・６日17:30 市内全域に避難準備・高齢者等避難開始発令
・６日18:50 市内全域に避難勧告発令
・６日19:45 市内全域に避難指示（緊急）発令
・７日05:30ごろ、土石流発生
（地鳴りとともに土砂と濁流が団地に押し寄せた。）

洋国団地の被害状況
・全半壊10軒、床下浸水20軒
・死者、けが人なし

洋国団地

洋国団地

被災箇所

土砂災害危険箇所

土砂災害発生後

国土地理院撮影の空中写真（2018年撮影）
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マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞東広島市黒瀬町 洋国団地

• ハザードマップは全戸に配布し周知を行っていた。住民もハザードマップを見ており土砂災害危険箇所と認識していた。

• 災害時に市域の防災情報を放送する緊急告知ラジオを自治会費で購入し全戸配布した。

• 平成26年災害を受けて防災に関する取り組みを始め、年１～２回避難訓練を実施していたり、市の出前講座を受講していた。

• 事前に民生委員の役員会で高齢者・障がい者の避難を手伝う担当を決めていた。

平時の取組

• 要配慮者を含む７名が避難準備の発令前に自主的に避難した。この時、自治会で事前に決めていた要配慮者を支援する担当者が避難の補助をし
た。避難勧告の発令後に20人が避難し残りは土石流の発生後に避難した。

• 土石流により被災した家屋に住んでいた高齢女性は避難準備の発令前に自主的に避難していた。

• 避難勧告の発令後に消防団が避難の呼びかけを行ったが、呼びかけに応じなかった世帯もあった。

平成30年7月豪雨時の避難行動について

• 避難訓練を実施していたが、早く避難した７名は被災経験があり避難した。災害を経験しないと避難しない。

避難行動に関する意見
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マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞熊野町川角 大原ハイツ

大原ハイツ

大原ハイツ

大原ハイツの当時の経過
・６日17:00町内全域に避難準備・高齢者等避難開始発令
・６日19:00町内全域に避難勧告発令
・６日19:40町内全域に避難指示（緊急）発令
・６日20:00 大きな音がした（土石流の発生もしくは前兆現象と予想される。）
・６日20:20 大規模な土石流が発生
・７日00:25避難指示（緊急）を再周知

大原ハイツの被害状況等
・死者12名

土砂災害
警戒区域

土砂災害発生後

被災箇所
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マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞熊野町川角 大原ハイツ

• ハザードマップはインターネットで公表し、自治会を通じて配布していた。

• 平成30年５月に町内全体から、小学校区ごとに分割されたハザードマップに更新され、さらに地域に合わせた情報を追記しようとしていたが、その
前に被災した。

• ヒアリングした自治会役員は自治会内の住宅が土砂災害警戒区域と認識していた。

• 平成26年災害を受けて平成27年８月に夜間避難訓練を実施した。120人程度が参加した。（居住者310人程度）

• 自治会では要配慮者の把握はできない状況。

平時の取組

• 土砂災害警戒情報、避難勧告の発令前に避難している人もいた。

• 防災行政無線は聞こえにくい状態だった。

• 避難準備の発令後、前自治会長を含め数人で現地で自主避難の呼びかけを行った。

• 避難を呼びかけたが逃げない人もいて、30分程度説得した人もいた。

平成30年7月豪雨時の避難行動について

• 最近に家を購入された世帯が３つあり、購入時に土砂災害警戒区域指定の説明（重要事項説明）があったが、まさか被災するとは思わなかったと
のこと。

• 家族のうち、土砂災害の危険性を認識していた方が平成30年7月豪雨前に亡くなり、土砂災害に対する意識が低くなったためか残りの家族４人全
員が今回の土砂災害で被災し亡くなった。土砂災害の危険性を認識し、災害に備えて、日ごろからの心がけが必要。

避難行動に関する意見
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マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞大洲市 三善地区

三善地区の当時の経過
・ 7日 03:45三善地区に土砂災害に関する避難準備高齢者等

避難開始情報発令
・ 7日 05:40春賀（はるか）地区に避難準備高齢者等避難開始情報発令
・ 7日 07:00春賀（はるか）地区に避難勧告発令
（三善公民館に多くの住民が避難）
・ 7日 07:30大洲市内全域に避難指示
・公民館が浸かると感じ、四国電力変電所に全員移動。

※11:30までに、全員が変電所へ避難完了

三善地区の被害状況
・死者、けが人なし 。

現地視察場所

※出典：図面／国土地理院 浸水推定段彩図 より

三善公民館

四国電力（株）大洲変電所

避難所の三善公民館が浸水することを察知し、
高台の大洲変電所の施設に全員移動

暫定堤防

肱川
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マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞大洲市 三善地区

• ハザードマップは全戸に配布し周知を行っていた。水害に悩まされてきた地域であるため、住民の防災意識が高い。

• 三善地区では県内でもかなり早く地区防災計画を策定した。

• 昭和18年と昭和20年の水害では家屋が浸水した。このときの話を親から聞いており経験が受け継がれ水害への意識が高かった。その時と同規模
の洪水が来た時を想定してワークショップを実施し災害避難カードを作成した。

• 自治会、地区（集落単位）のそれぞれに対応した計画（災害避難カード）をワークショップや避難訓練を通して作成し、各世帯に配布した。

• 災害時における高齢者への支援方法を検討し、要配慮者と支援者（担当者）を関連付けていた。

平時の取組

• 避難情報が発令された当初は災害避難カードで決めていた各地区ごとの避難先、避難行動を実施した。（垂直避難も含む）

• 三善公民館に避難していた地区の住民は、ダムの放流情報などを踏まえ昭和18年、20年の水害と同等もしくはそれ以上になると推測し、公民館が
浸水することを察知した自治会長の判断で、以前から水害時に避難場所として利用することを相談していた高台にある大洲変電所に移動した。そ
の後公民館の周辺は浸水した。

• 変電所へ移動した際に、地区ごとに決めていた自主避難場所に避難していた住民も変電所に移動するように呼びかけた。その際、災害避難カード
を携帯するように呼びかけた。

• 公民館の肱川を挟んで対岸にある多田地区は水位の上昇により公民館や変電所への避難が不可能だったため、あらかじめ決めていたとおり地区
総代の判断で高台や集会所に避難した。避難開始の連絡は連絡網で全戸に周知した。

平成30年7月豪雨時の避難行動について

• たびたび水害に遭う地区であることから、水害に対する認識はあった。災害避難カードの作成により、さらに防災意識の向上につながった。

• 今後、小学校などでも災害避難カードを作成しておくことが重要と考えている。登校時は問題なくても集中豪雨等で避難することも考えられ手元に
あったほうがいい。

• 市の放送で「避難せよ」と言っており、一番どきっとした。きつい口調とすることも必要だ。

避難行動に関する意見
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マスター タイトルの書式設定

11

三善地区における「災害避難カード｣の取り組みの概要
・平成28年度に災害避難カードモデル地区としてワークショップを行い、仮の災害避難カードを作成し、避難訓練を
通じて見直しを行いカードを完成させた。

・その後、平成29年度に４部落17地区の地区ごとに、災害避難カードの説明会を実施。説明会には各世帯１名以上が
参加し、災害避難カードを配布した。

・説明会で地区ごとに避難行動を確認し、高齢者等要配慮者と支援者を関連付けるなど、一人ひとりに役割を設定し、
地区ごとの災害避難カードを完成させた。（併せて各自の携帯電話から、県防災メール等の登録を行った。）

・今回の豪雨時においても、各自が災害避難カードに基づき避難行動を実施した。

名刺タイプ（携帯可能なサイズ）の災害・避難カード 避難場所や避難ルートを記したマップ形式の災害・避難カード

～主な記載内容～
・避難場所
・地区の危険箇所
（浸水想定区域等）
・過去の災害状況
・避難時の留意点
等

～主な記載内
容～
【上のカード】
・氏名
・住所
・生年月日
・血液型

～主な記載内容～
【下のカード】
・頼りになる人の
緊急連絡先
・災害伝言ダイヤル
の使い方

みよし



マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞広島市

• 平成26年広島土砂災害を踏まえ、土砂災害危険度メッシュ情報を明確な基準として定めて運用することに変更した。降雨継続の判断などの裁量部
分は避難情報発信を躊躇する可能性があるということで、基準に達したらすぐに発信するという取り扱いに変更した。

• 避難情報の発令基準については、自主防災組織へのチラシ配布、広報・HP、出前講座・防災講演会・防災研修会など、様ざまな機会をとらえて周
知活動を行っている。

• 防災まちづくり基金を設置し、わがまち防災マップの作成支援、防災リーダーの養成、防災講演会などの開催、地域における避難訓練の支援を
行ってきた。

平成26年土砂災害を踏まえた対応

現時点で考えられる課題は以下のとおり

• 市民が「避難勧告のあとに避難指示がある。まだ余裕がある」と勘違いしているのではないか。

• 避難情報発令については、より早い段階で出すようになったが、それにより住民に避難勧告では災害が起こらないといった経験の積み重ねができ
てしまっているのではないか。

• 以前も同じように避難情報が発令されたが大丈夫だったので、今回も大丈夫であろうとの思い込みがあったのではないか。

• 平成26年災害は集中豪雨による被災で、今回の平成30年７月豪雨は長雨の最後にまとまった雨が降り、前回と状況が違ったため、避難勧告を出
したがすぐには避難行動に移せず、避難に躊躇することがあったのではないか。

今後の課題

• 今回の災害でも、基準に達したら機械的に即避難情報を発信という流れで実施した。

• 避難勧告については発災の１時間以上前に発令できたと認識している。

• 防災行政無線、緊急速報メール、SNS等複数の手段を用いて住民に対し伝達したが、防災行政無線の屋外スピーカーは特に降雨が激しい場合は
内容が伝わっていなかった。

• 行政及び避難支援等関係者（自主防災組織、町内会・自治会、地区社会福祉協議会等）が避難行動要支援者名簿を避難支援や安否確認に活用
した。

平成30年7月豪雨時の市の対応
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マスター タイトルの書式設定＜現地調査結果の概要＞大洲市

• 大洲市では、肱川の水位観測所の情報をもとに避難情報の発令を実施している。

• 水位等数値の基準による自動的な発令手順を用意しているが、基準に到達しても被害に至らない場合もあるため機械的に発令するのではなく、今
後の状況の予想など、都度判断をしながら発令している。

• 避難情報とは別に、大雨の前日などに避難に関する心構えをしていただくために雨の予報などを放送等により呼びかけている。

• 災害対策本部内に被災状況など、電話を受ける情報収集班を10名程度設けている。

• 防災行政無線は、大洲･長浜地域はデジタル式を導入し、難聴地域に戸別受信機を配備。肱川･河辺地域は市の合併前に戸別受信機を全戸配備
している。

• 自主防災組織の要職者に戸別受信機を配備しており、市からの連絡手段としている。

• 自主防災組織は市内33地区すべてで結成済だが、防災への取り組みについては地域差がある。

平時の取組

• 今まで経験したことがない出水であったため、どこまで浸水するか等想像がつかず対応に苦慮した。

• 県が実施する市町村防災担当者研修の受講経験を生かし、避難指示発令が住民に伝わるよう、放送担当者の判断で命令口調の呼びかけや複数
回にわたって言い方を変えて呼びかけるなど、工夫した。

• 避難情報発令が立て続けに行われたため、Ｌアラートの入力が間に合わなかった。

平成30年7月豪雨時の市の対応

• 現行の発令基準は、水位に基づく基準のみとなっており、今回の水害を受け、ダム放流量に基づく基準の設定など見直しが必要。

• 住民が避難勧告や避難指示の意味や重要性を理解していない面がある。市からの呼びかけに気を留めている方が多いのか疑問に思う。

• 住民自らが自分の中で避難情報とは別の避難判断基準を持ってもらうことも重要であり、個別の避難基準や避難方法、避難場所を家庭で話し合う
ことが必要。そのために住民自らが情報収集し、行動するようにするにはどのような情報発信が望ましいか検討が必要であり、個人で入手できる情
報の収集方法を周知･啓発していくことが大事だ。

• ７月豪雨では広範囲で雨が降り続き、浸水や土砂災害の危険性が短時間の間に広範囲に高まったことから、防災行政無線等による避難情報の周
知が追い付かなかった。特に土砂災害の危険性が広範囲に高まった場合は地区をまとめて放送するなど、対応を考える必要がある。

• 気象庁がホームページで公表している危険度分布について、各種対応に忙殺される中で十分に見ることができなかった。情報がプッシュ型で伝達
されると対応を迅速・適切に判断するにあたって有効と感じる。

今後の課題
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マスター タイトルの書式設定＜第１回ヒアリング結果の概要（平成30年10月３日） ＞岡山県

• 市町村の避難情報発令に対し、県はどのように貢献したか。

• 県による避難情報の広報状況はどのようなものであったか。

• 避難行動支援には、どのような対策がとられたか。

• 避難行動要支援者には、どのような対策がとられたか。

県で認識している課題

• 災害の経験がない人にどのようにリアリティをもってもらえるかが大事だが、どうすればいいのか難しいところ。

• 高齢者の避難の実効性について、必ず避難させる体制の確保まで市町村に責任を持たせるのは難しい。個別計画で要支援者全員に「声かけ」を
行うのが現実的ではないか。

• 特別警報が本当に危ない状況ということを伝えるという意味では効果があったと思う。

• 普段から県内市町村において避難情報の発令基準に達すると県から助言等を行っている。しかし、被害が出るとそちらの対応が必要になり助言が
難しい状況。

• ガイドラインにも記載されている、夜間等に勧告が予想される場合は避難準備を早めに出すことは概ね行われていたという認識。

• 今回の豪雨時には倉敷ではあまり雨が降っていなかったが、上流の降雨により水位がかなり上昇した。下流の市町村に情報を確実に伝えるような
仕組みが必要。

意見交換での県の意見

• 第２回検証委員会を10月11日に実施。その時に住民意識調査を提起して、承認後に被災者の避難行動についてアンケートを実施する予定（11月
～12月）

• 調査内容は、大雨に関する情報は被災者に適切に伝わっていたか、大雨に関する情報は被災者の避難行動・対応行動にどのように影響を及ぼし
たかなど、豪雨災害時の住民の避難行動等について明らかにすること。

今後の予定
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マスター タイトルの書式設定＜第１回ヒアリング結果の概要（平成30年10月３日） ＞広島県

• 広島県では、平成26年災害を受けて広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動において「知る」取組を集中的に進めてきた。それにより災害種別ご
との避難場所や避難経路を確認した人の割合が13.2%→57.2%に増加するなど大きく改善した。

• 一方で防災教室や防災訓練に参加された方は大きく伸びておらず、「行動する」取組は進んでいない。

• ７月豪雨でも死者100名以上の大きな被害が出たことから、災害の危険に直面した場合に、適切な避難行動を実践してもらう取り組みが十分でな
かったと考えている。

県で認識している課題

• 今回の災害で実際に逃げた人は少なかった。平成26年災害で被災した地区の住民であっても、必ずしも多くが逃げていたとはいえない。

• 避難情報について、すべての市町が早く発令していたというわけではないと考えている。

• 県において発令のガイドラインを作成しており、基準に達すると市町に対して注意喚起を行った上、発令についての検討を促しているが、今回の豪
雨は降り方が急だったので、発災前においても，市町において適切な発令が行われたかどうかの確認はできていなかった。（通常時は発令の確認
まで実施している。）

• 避難情報の発令範囲を細分化している市町もあるが、県全体ではあまり進んでいないという印象。

• 自主防災組織の活動が活発なところなど，声掛け等によって早めの避難に結びついた事例有り。

• 県民に，自発的に避難行動を選択してもらえるよう，ナッジ（選択の余地を残しながら、特定の選択肢に誘導させる手法）を活用した情報発信の手
法などについて検討する予定。

意見交換での県の意見

• 今回の災害において早めの避難を判断した人、避難行動を取らなかった、とれなかった人にそれぞれの理由について話を伺い、意思決定の構造を
防災や行動経済学等の有識者を交えて分析し、どのような要素が早めの行動につながるのか検証する。

• 面接調査（10月中旬～年末） 郵送による調査（1月上旬～1月末）

今後の予定
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マスター タイトルの書式設定＜第１回ヒアリング結果の概要（平成30年10月３日） ＞愛媛県

• 豪雨の中、避難指示等を伝える防災行政無線の屋外型スピーカーの音声が豪雨で聞こえず避難情報等が伝わらなかったなど防災情報をいかに
迅速かつ確実に伝えるか。

• 大雨特別警報など気象情報の精度向上や発表の仕方を含む住民への正確で分かりやすい災害関連情報の提供のあり方。

• 避難情報が伝わっていても速やかに避難しなかったなど、住民の受取り方や住民が情報をどのように実際の避難行動につなげるか。

• 住民に避難を促す避難勧告等の伝達方法や発令時期について、その効果やタイミング。

• ＳＮＳの活用方法

県で認識している課題

• 今回の豪雨では、愛媛県は他県よりも被害が出るのが遅かった。他県で特別警報が発令されテレビで危険を呼びかけられていた。愛媛県はその
時まだ特別警報も被害も出ていなかったので、住民の心理としてまだ大丈夫という思いがあったと思う。

• 避難してもらうためには切迫感のある伝え方が必要。防災士や自主防災組織による戸別の呼びかけや消防団が１軒１軒回って避難を呼びかけた
ことが効果があったと聞いている。松山市のある地区では、自主防災組織や地域の防災士が定期的に会合を開いていたり、豪雨時に呼びかけたこ
とで住家の被害はあったが死者が出なかった事例があった。

• 県単独の市町への補助により、自主防災組織のリーダー等に戸別受信機等を設置し、防災体制を構築する事業を平成27年度に実施した。

意見交換での県の意見

• 今後、有識者、県、市町などで構成する検証委員会を立ち上げ、効果があった取組や改善すべき点など、初動・応急対応を課題を含め検証し、年
度内にとりまとめる予定。

今後の予定
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マスター タイトルの書式設定＜第２回意見交換の概要（平成30年11月30日）＞岡山県

• 災害対応について、地域のことに一番詳しいのは市町村なので、市町村が中心となり、専門的な知見で国や県がフォローすることが必要。

避難に対する基本姿勢

• 県においても、学校教育において、生徒に教えて、その生徒が家庭で必要性を語るというような取組を進めようとしている。取組を普及させるために
は、子供向けのパンフレットを作ったり指導要領を作ったりすることが必要と考えている。国には、コンテンツを作るところまでお願いしたい。

災害リスクと取るべき避難行動～学校における防災教育・避難訓練～

• レベル分けは、住民からしてもわかりやすく、非常に有効だと思う。ただ、案２の警戒L５は、既に災害が発生している状況なので、警戒という言葉が
ふさわしくなく、非常事態などの表現のほうがいいのではないか。また、警戒L４は勧告・指示が混在し、それぞれの位置づけを明確にしないと住民
への伝え方が難しくなるのではないか。

• 一方で、市内全域に避難勧告・指示を発令したものの、避難者の受入体制が課題となったり、避難指示が遅かったのではないかと言われている市
町村もあり、正確に避難勧告・指示を発令することは難しく、市町村の負担になっているということは感じている。避難勧告と避難指示（緊急）を同じ
レベルにして「または」とすれば、市町村の負担軽減になるという考えもあるのではないか。

• 堤防が決壊してから７～８時間後に一番遠い地区が浸水しており、その地区でも亡くなられている方がいる。災害発生情報をどう出していくかが重
要だと思う。

• 災害が発生したときに高齢者の家に踏み込んでいけるような関係を、地域だけでなく、デイサービスなどの普段から高齢者と繋がっているような人
材にも広げていくことができないかと考えている。

• 県内でも、小規模高齢化集落などでは防災の担い手がおらず地域格差があったり、多くの地域があるので、専門家を全ての地域に派遣できるのか
という懸念がある。講師がいなくても、一定の防災教育ができるような動画や指導要領等のコンテンツがあれば、取組を広く普及させることができる
と思う。

• 市町村職員の研修のための教育コンテンツの作成に関する取組も進めていただきたい。

住民に避難行動を促す防災情報の発信強化

地域の避難に関する取組強化～自助・共助・公助への専門家支援～

高齢者の避難行動に対する理解促進

• 洪水・土砂・ため池など、各担当部局が違う縮尺でバラバラに作っているものを、同じ縮尺・レイヤーで重ねるのは非常に有用と思う。ただし、地域
で議論するには、紙で印刷したものがわかりやすいのでその点を配慮していただきたい。

マルチハザードのリスク認識
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マスター タイトルの書式設定＜第２回意見交換の概要（平成30年11月27日）＞広島県

• 平成26年８月の土砂災害を受け、「県民総ぐるみ運動条例」を制定して、自らの命は自らが守ることを重点的に周知してきたが今回の豪雨でも、避
難行動に繋がらず、被害を受けた。県としても、県民に実際に行動していただくことに苦慮している。

• 県は避難場所や安全な避難経路、危険を察知するための情報の入手の仕方など「知る」ことを中心に取り組んだところ、「知っている」県民の割合
は高まった一方で、防災教室には、防災に興味のある方しか参加しないことがわかった。そこで防災とは関係のないイベントで県民に対して訴求力
のあるテレビのキャスターにクイズ形式の防災教室をおこなってもらい、興味のない方にも知ってもらえるような取り組みを行っている。

• 興味のない方に防災に対するハードルを下げてもらうために、高齢者サロン等地域住民が交流する場における防災教室の実施のほか、地域の祭・
行事等において、防災をテーマとした内容を組み込むことはできないか、また、防災をテーマにコミュニティづくりができないかなど検討しているとこ
ろ。

避難に対する基本姿勢

• 県は防災対策基本条例を制定した平成20年以降、教育委員会に避難訓練に合わせて防災教室を行うよう働きかけているが、教育現場が忙しいこ
とからなかなか進んでいない。学校における防災教育、避難訓練について、非常に重要と考えている。

災害リスクと取るべき避難行動～学校における防災教育・避難訓練～

• 住民に避難行動を促す防災情報の発信強化について、今回の災害において広島県では避難勧告まではスムーズに出されていたが、避難指示が
遅れていた自治体もある。これは避難指示を出さなければならない状況下においては、初動対応に忙殺されており、市町にとって勧告、指示と段階
を追って発令することが負担になっていることも考えられる。

• 案２のように勧告と指示の警戒レベルを同じにするのであれば、分けている意味がなく一本化したほうが良いということも考えられる。

• 高齢者の避難行動に対する理解促進について、ぜひ進めていただきたいが、学校同様大変忙しい現場なので、福祉部門の理解を得られないと難
しいと思う。

• 高齢者の方に当事者意識を持ってもらい，確実な避難行動につなげていただくためには、講演会等で住民が話を聞くという形式ではなく、高齢者そ
れぞれが自分の考えや意見を交換していただくような取り組みが必要と考えている。

• 地域の避難に関する取組強化について、県でも防災リーダーの養成を重点的に取り組んでいる。防災リーダーの中から他の地域を指導する全県
的な人材として「自主防災アドバイザー」という制度を作っている。ただ、あくまでボランティアの方なので、専門家ほど学術的な知識は有していない
人が多い。専門家による技術支援を行っていただくことは大歓迎だ。

住民に避難行動を促す防災情報の発信強化

地域の避難に関する取組強化～自助・共助・公助への専門家支援～

高齢者の避難行動に対する理解促進
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マスター タイトルの書式設定＜第２回意見交換の概要（平成30年11月30日）＞愛媛県

• レベル化を行う場合、これまでの市町の避難情報が警戒レベル３以上になるため、気象注意報が警戒レベル２（自らの避難行動を確認）を意味する
ことになる等、住民に意味を理解していただくよう周知、啓発が大事になると思う。

• 案２で、避難勧告と避難指示が同じレベルになっているが、勧告と指示の違いをわかりやすくする必要があるのではないか。

• 行政としては、避難勧告での「逃げていただきたい」という情報と、避難指示の「切羽詰まっている」という２種類の情報があった方が多様な対応が
取れるのではないかと思う。

• 案２の警戒L５災害発生情報は、今回の宇和島など土砂災害だと一瞬にして土砂に飲み込まれるので、警戒の意味を成さないのではないか。ただ、
いろいろな地域で連続して土砂災害が発生する場合は、警戒情報として使えるかもしれない。

• 現在、津波についてL１・L２という使い分けを行っているので、混同しないように略語についても注意が必要。

• ７月豪雨の後の取組として、台風接近前に知事から市町に対してテレビ会議で「台風が愛媛県を直撃する可能性があるので住民に準備をするよう
呼び掛けてほしい」という呼びかけを行い、台風が来る直前にも同じような呼びかけを行った。幸い直撃は免れ被害も少なかったが、事前避難され
た方もおり、早めの警戒態勢をとるような仕組みは重要だと感じた。

• 今回の災害でも住民による呼びかけや、自主防災組織や消防団の呼びかけにより避難行動に結び付いた事例があったことから、それを担う地域
防災リーダーの育成は重要だと考える。

• 県でも、防災士の育成に取り組んでおり、防災士養成講座の実施や、県の消防学校を地域の防災リーダーの育成拠点として２年前から位置付け
資格取得後にスキルアップ研修を行っている。県で行っている講座に専門家を活用できると有難い。

住民に避難行動を促す防災情報の発信強化

地域の避難に関する取組強化～自助・共助・公助への専門家支援～

• 県においても、住民が自らの命は自らが守るという意識をもってもらえるように、自助・共助の取組を進めている。今回の災害を踏まえてさらに強化
していく必要があると考えている。

避難に対する基本姿勢

• 自助の意識を高めていくために、子供の頃から地域の災害リスクや防災について理解してもらうのは大事だと思う。県や市町と連携してこういった
取組を進めるような取組があると、防災教育の充実強化が図られ有難いと思う。

災害リスクと取るべき避難行動～学校における防災教育・避難訓練～
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マスター タイトルの書式設定＜各県の検討状況（平成30年11月30日時点）＞

• 県災害対策本部等の発災後概ね３か月間の初動・応急対応の課題等について、検証委員会を設置。（年度内のとりまとめ予定）

• 検証の実施にあたり、県、国、市町、関係機関、被災者等、官民・県内外を問わず、アンケート調査及びヒアリングを実施し、幅広く意見を収集。

• 意見収集は、アンケート調査及びヒアリングを実施。

• アンケート調査及びヒアリング結果を踏まえ調査結果を整理・検証し、課題や教訓とその対応策をとりまとめる。

愛媛県

• 平成30年７月豪雨災害の検証については、現在まで災害検証委員会を３回実施し、県の防災体制や初動対応について議論を重ねてきた。
（年度内のとりまとめ予定）

• 住民がなぜ避難行動を行うことができなかったか分析をおこなうために、住民意識調査を実施している。

岡山県

• あらゆる災害から命を守るための行動を確実にとっていただくことにつながる有効な要素を導き出すため、今般の災害における、県民の避難行動と
その理由などを調査し、防災や行動科学等の有識者で構成する研究チームによる、詳細な分析を行う。

• 調査・分析スケジュール

広島県
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10月～12月：面接調査の実施（約500人）
調査対象：被害が大きかった市町
調査項目：発災当時の状況、判断のきっかけと理由、実際の行動、日頃の行動等

平成31年1月：郵送調査の実施（5,000人程度）
平成31年2月～：研究チームによる分析

調査時期：2018年11月下旬～12月中旬

調査対象：倉敷市、総社市、高梁市、矢掛町の被災世帯（約7,000世帯）

調査項目：被害者の属性、水害の危険性やハザードマップの認知、大雨特別警報が発表された時の状況、
避難指示(緊急)の入手方法やそれに対する行動、豪雨災害による被害・影響

11月中旬～１月：アンケート調査、ヒアリング調査を実施
調査対象：県内20市町、被害が大きかった市町の被災世帯、防災関係機関、国・他県応援職員、協力企業 など
調査項目：避難情報の伝達、住民の避難状況、避難所の設置・運営、災害廃棄物の処理、仮設住宅の整備・確保 など

くらしき そうじゃ たかはし やかげ


